
記入日 　令和５年4月1日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 1

61 年度 不詳 52 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

箱

箱

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

4,153,600

0.3

0

0.3

実施計画

事業番号

4,380,469

2,475,000

0

0

4,094,440

特になし。

0

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

東大和市文書管理規則

文書
①文書課に引継ぐ
②廃棄する

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

1,619,440

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

2,448,000

　総務部

　文書課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランより一層の行政改革の推進

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

1,639,600

2,514,000

　文書係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

1,619,440

　阿部　晴彦

文書事務費

〔文書管理・保存事務〕

1,932,469

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

1,639,600 1,932,469

引継ぎ　413
廃棄　557

事業概要

行財政運営、行政改革

会　計

デジタル化の推進

１
　
基
本
情
報

・職務上で収集又は作成した文書をファイリングシステムを使って適正に管理する。
・保存期間内の文書を文書課長の管理する地下書庫に引き継ぎ保存する。
・保存期間の満了した文書を廃棄する。

適正な引継ぎと廃棄が行われた。

東大和市文書管理規則に基づき、文書管理・保存事務を行う。

0.3

令和３年度

効果指標

減少を目指す指標

効果実績値
引継ぎ　423

廃棄　454
引継ぎ　412

廃棄　433

目標値設定の考え方 文書の保管、引継ぎ、保存及び廃棄を適正に行う。

令和４年度

年度目標値
引継ぎ　400

廃棄　450
引継ぎ　400

廃棄　450
引継ぎ　400

廃棄　450

第五次基本計画

担当部署

行政報告書昭和

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

文書管理システムの導入にかかる委託契約等を速やかに締結し、令和５年度中のシステム本稼働を実現する。

不可能

説明：必要なファイリング消耗品やキャビネットを購入し、廃棄文書の抹消処理等を行うことで、ファイ
リングシステムに則った適切な対応をすることができた。

説明：業務の性質上、休止・廃止は不可能

実施計画記載のとおり、令和５年度導入に向けて、文書管理システムの導入準備を行う。

令和５年度中の文書管理システムの導入に向けて、必要経費を令和５年度予算に計上し、導入委託仕様書等
の作成及びシステム委員会や指名業者選定委員会への付議を行い、導入の準備を進めた。

文書管理システムの導入について、全職員に説明し、操作研修等の開催により操作に慣れてもらう必要があ
る。

説明：電子決裁機能を有する文書管理システムを導入することで、起案文書等のペーパ
レス化による事業費削減が期待できる。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：ファイリングシステムにより庁内文書の適正な廃棄、引継ぎ等を行うことができた。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年4月1日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 1

57 年度 不詳 53 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

件
枚

件
枚

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

12,631,785

0.5

1

0.5

実施計画

事業番号

3,007,000

11,298,713

4,125,000

3,020,000

0

11,089,126

特になし。

3,960,000

1

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

1

0

東大和市組織規則

主管課から依頼された印刷物 依頼どおりに印刷物の印刷、丁合、紙折等を行う。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

3,944,126

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

4,080,000

　総務部

　文書課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランより一層の行政改革の推進

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

4,481,785

4,190,000

　文書係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

3,944,126

　阿部　晴彦

文書事務費

〔庁内印刷事務〕

4,211,713

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

4,481,785 4,211,713

完了件数　343
完了原稿枚数 3,178

事業概要

行財政運営、行政改革

会　計

デジタル化の推進

１
　
基
本
情
報

主管課から印刷依頼票により依頼を受け、印刷機や丁
合機、紙折機等を使用して依頼どおりに作成する。

依頼どおりに印刷物の印刷、丁合、紙折等が行われ
た。

庁内文書の印刷事務を行う。

0.5

令和３年度

効果指標

減少を目指す指標

効果実績値
完了件数　486

完了原稿枚数 4,220
完了件数　388

完了原稿枚数 4,666

目標値設定の考え方 依頼どおりに印刷物を作成する。

令和４年度

年度目標値
印刷依頼件数　300

印刷依頼原稿枚数 3,000
印刷依頼件数　300

印刷依頼原稿枚数 3,000
印刷依頼件数　300

印刷依頼原稿枚数 3,000

第五次基本計画

担当部署

行政報告書昭和

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

各課において貸出し用の印刷機を利用して印刷等を行えるよう使用方法の周知を図る。また、文書課への印
刷依頼には、高い精度でかつ期限に間に合うよう適切に対応する。

不可能

説明：印刷機等の機械に必要な保守等を行い、事業が継続できるよう配慮し対応した。

説明：各課において貸出し用の印刷機を利用して印刷等を行う技術の習得が必要になる。

現在までで従事者の状況の変化が多く安定していない。縮小していく環境の変化に対応できるよう、手順書
が必要となる。

印刷室の従事者は、令和５年度から縮小体制とし、職員の従事をなくして会計年度任用職員のみの従事とす
ることから、各課において貸出し用の印刷機を利用するなど、印刷依頼件数の縮小について協力を求めた。
また、各課が貸出し用の印刷機等を利用できるよう手順書を順次整備した。

各課において貸出し用の印刷機を利用して印刷等を行う技術の習得が必要である。

説明：各課において貸出し用の印刷機を利用して印刷するなどの協力を得て、印刷室の
体制を縮小する。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：印刷依頼に対し、高い精度でかつ期限に間に合うよう適切に対応した。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年4月1日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

161 ページ

━ 3 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 1

24 年度 不詳 53 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

人/月
冊

人/月
冊

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

１
　
基
本
情
報

市民が市政に関するすべての情報をいつでも入手でき
るよう資料を整備する。

市政情報コーナーに来場した市民は、資料の閲覧によ
り市政への関心が深まった。

市政に関する情報を積極的に市民に提供するため、東大和市市政情報コーナーを設置し、管
理・運営を行う。

0.1

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値
来場者数　100
蔵書数　3,285

来場者数　20
蔵書数　3,305

目標値設定の考え方 市政情報の積極的な提供を行う。

令和４年度

年度目標値
来場者数　100
蔵書数　3,280

来場者数　100
蔵書数　3,300

来場者数　100
蔵書数　3,320

第五次基本計画

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計

　阿部　晴彦

文書事務費

〔市政情報コーナー〕

1,273,160

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

1,124,952 1,305,430

来場者数　20
蔵書数　3,333

事業概要

協働、情報共有

会　計

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

47,180

0

３
　
経
　
費

22,510

1,287,807

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

東大和市情報公開条例、東大和市市政情報コーナーの管理及び運営に関する要綱、東大和市附
属機関等の会議の公開に関する規則

市民
市政に対する関心を深め、協働による市政運営を図
る。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

1,240,627

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

816,000

　総務部

　文書課

行財政運営　３．協働、情報共有

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン市と市民との情報共有の推進

市民参加と協働の推進

1,102,442

838,000

　文書係

0

2,112,807

特になし。

0

0

32,270

1,962,952

0.1

0

0.1

実施計画

事業番号

0

2,121,430

825,000

0



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

多くの市民に市政について関心をもってもらえるよう魅力ある市政情報コーナーとすること、及び社会情勢
や情報のデジタル化等を踏まえ、今後の在り方について検討する。

不可能

説明：全庁的に電子的な情報発信に力を入れているため、インターネットで必要な情報を入手できるこ
と、及びコロナ禍の影響から、来場者数は減少しているが、市政情報コーナーに来場すれば市政に関する
必要な情報をまとめて閲覧できる効果は大きい。

説明：市は東大和市情報公開条例第２９条に基づき、自主的広報手段の充実に努めるとともに、市
政に関する情報提供施設を一層市民の利用しやすいものにする等、情報提供施策の拡充に努める必
要があることから、現時点において市政情報コーナーの廃止の影響は大きい。

市政情報コーナーは、東大和市情報公開条例第２９条に基づき、市政に関する情報を発信する施設として開設した。本事業は社会情勢的に、毎年約２００
万円の支出を負担する価値はあるが、利用者数を鑑みると極めて需要が低く、支出の割に合わない成果と判断せざるを得ない。同敷地内の中央図書館で
は、図書館法第３条に基づき、地方行政資料を収集し一般公衆の利用に供している。また、全庁的に電子的な情報発信に力を入れていることもあり、物質
的な情報発信であり需要も低い本事業は、縮小、廃止、または担当職員の配置等の支出の増額を踏まえた改善の検討が必要。

市政情報コーナーに来場した市民に対し、資料の閲覧により市政への関心を深めてもらえるよう市政情報
コーナーの適切な運営に努めた。

多くの市民に市政情報コーナに来場してもらい、市政に関心をもってもらうこと、及び情報提供施策として
他にどのような手段があるかの検討を進める。

説明：市政情報コーナーで市政に関する必要な情報をまとめて閲覧できる効果は大きい
が、市は電子的情報発信にも力を入れていることから、市政情報コーナーの今後の在り
方について、他市の状況も参考に検討を進めていく。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：市政情報コーナーに来場した市民は、資料の閲覧により市政への関心が深まった。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

161 ページ

━ 3 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 3

2 年度 不詳 53 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

%

%

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

1,676,000

0.2

0

0.2

実施計画

事業番号

0

1,693,600

1,650,000

0

0

1,669,000

特になし。

0

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

東大和市情報公開条例

市民
市民が、東大和市が保有している行政情報を必要に応
じて得ることができる。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

19,000

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

1,632,000

　総務部

　文書課

行財政運営　３．協働、情報共有

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン市と市民との情報共有の推進

市民参加と協働の推進

0

1,676,000

　文書係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

19,000

　阿部　晴彦

情報公開・個人情報保護事務費

〔情報公開業務〕

61,600

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

0 61,600

(適正対応件数 383)/
(公開請求文書件数 383)

事業概要

協働、情報共有

会　計

１
　
基
本
情
報

行政文書の公開
請求した行政文書について、東大和市情報公開条例に
基づいた範囲で得ることができた。

東大和市情報公開条例に基づき、東大和市が保有している行政情報の公開を行う。

0.2

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値
(適正対応件数 178)/

(公開請求文書件数 178)
(適正対応件数 194)/

(公開請求文書件数 194)

目標値設定の考え方 情報公開請求について適正に対応する。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

庁内研修の実施等を行い、情報公開制度の周知に努める。

不可能

説明：現状の人員で維持している。

説明：制度上、休止・廃止は不可能

情報公開制度の内容についての職員への周知を継続する。

情報公開請求時に、被請求課に対し、内容確認・助言を行った。

引き続き、情報公開請求時に、被請求課に対し、内容確認・助言を行う。

説明：市政に疑問を持った個人ではなく、民間会社の営業に活用するための情報公開請
求が増加している。社会情勢に適した法の整備が必要と思われる。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：情報公開請求の対象文書件数が増大しているが、すべて適正に対応している。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

161 ページ

━ 3 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 3

18 年度 不詳 54 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

%

%

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

3,241,500

0.3

0

0.3

実施計画

事業番号

0

2,791,500

2,475,000

0

0

2,973,300

特になし。

0

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

東大和市個人情報保護条例

保有個人情報 適正に収集、利用、保護する。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

498,300

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

2,448,000

　総務部

　文書課

行財政運営　３．協働、情報共有

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン市と市民との情報共有の推進

市民参加と協働の推進

727,500

2,514,000

　文書係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

498,300

　阿部　晴彦

情報公開・個人情報保護事務費

〔個人情報保護業務〕

343,500

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

727,500 343,500

(適正管理件数 645)/
(保有個人情報届出件数 645)

事業概要

協働、情報共有

会　計

１
　
基
本
情
報

個人情報の収集・利用を適切に行い、また、収集した
個人情報の開示請求に応じた。

個人情報の適正な管理が行われた。

東大和市個人情報保護条例に基づき、保有個人情報を適正に扱う。

0.3

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値
(適正管理件数 637)/

(保有個人情報届出件数 637)
(適正管理件数 633)/

(保有個人情報届出件数 633)

目標値設定の考え方 市役所の保有する個人情報の適正な管理を行う。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

上記改正に伴い、東大和市個人情報保護条例を廃止した。今後は新たな法令に基づいた適正な管理を行う。

不可能

説明：現状の人員で維持している。

説明：制度上、休止・廃止することは不可能

引き続き、個人情報保護審議会の日程が決定次第、各課に案件調査の依頼を早急にし、各課で案件について
検討できる時間を多くとれるようにする。

案件調査の依頼を早急にした。

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、個人情報保護審議会のあり方が変化した。
変化に対応できるよう各課へ周知を行う。

説明：新たな事業を開始した場合、保有個人情報は増加していく。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：保有する個人情報が増加したが、適正に管理した。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 2 項 1 目 1 10

年度 不詳 51 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

　法規係

　文書課 　阿部　晴彦

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

　総務部

行財政

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

固定資産評価審査委員会運営費

[固定資産評価審査委員会事務]

複数施策

展開方向

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

行財政運営、行政改革

事業番号

行政報告書 新規・継続

地方税法、東大和市固定資産評価審査委員会条例、東大和市固定資産評価審査委員会規程

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

固定資産の評価額に不服があるために行われた審査の申出の審査のため、固定資産評価審査委
員会を開催し、固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定する。

固定資産の評価額に不服があるために行われた審査の申出 審査の申出に対する公正中立な機関による審査の実施

令和４年度は、審査の申出がなかった。 令和４年度は、審査の申出がなかった。

事業概要

139,000 79,000

財
源

73,000 139,000 79,000

0 0 0

0 0 0
　
人
件
費
（

目
安
）

0.02 0.2 0.02

0 0 0

167,600 1,650,000 163,200

0 0 0

240,600 1,789,000 242,200

５
今
後
の
方
向
性

依然として実例が乏しい。必要があれば、他市の審査の申出案件について情報収集を行う必要がある。

関連資料の収集及び精査をする必要がある。

４
　
課
　
題

令和４年度税制改正において、審査申出期間に特例措置が講じられたことにより、令和４年度も審査の申出の可能性が高まっている。
当市では令和３年度に１件申出があったが、平成26年度から令和２年度までの間には申出がなく、依然として実例が乏しい。必要があ
れば、他市の審査の申出案件について情報収集を行う必要がある。

・令和４年度においては、審査申出期間に特例措置が講じられたが、審査の申出はなかった。
・他市の事例を研究した。

依然として実例が乏しいため、引き続き情報収集を行う必要がある。

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 73,000



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 2

8 年度 不詳 53 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

１
　
基
本
情
報

・各課からの相談受付　　　　　　　　　　　　　随時
・各課との内容調整　　　　　　　　　　　　　　随時
・法律事務所と相談の日程、相談方法等を調整　　随時
・顧問弁護士に法律相談　　　　　　　　　　　　随時

顧問弁護士より、法的問題のある４１件の事案すべての助
言を受けることができた。

顧問弁護士への法律相談を活用し、紛争の発生の防止又は発生した紛争への適切な対応を図る。

0.4

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 100 100

目標値設定の考え方 法律相談の希望がある案件等について、すべて法律相談を実施する。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計

　阿部　晴彦

法規事務費 

[行政運営上の法律相談]

1,029,600

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

1,029,600 1,029,600

100

事業概要

行財政運営、行政改革

会　計

デジタル化の推進

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

1,029,600

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

東大和市顧問弁護士法律相談事務取扱基準

法的問題のある事案 法的問題のある事案につき弁護士の助言を受けた状態

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

1,029,600

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

3,264,000

　総務部

　文書課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランより一層の行政改革の推進

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

1,029,600

3,352,000

　法規係

0

3,504,600

特になし

0

0

0

4,381,600

0.4

0

0.3

実施計画

事業番号

0

4,293,600

2,475,000

0



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

引き続き、主管課と法律相談用紙を作成する段階で綿密な調整を行っていく。

不可能

説明：
前年度よりも相談件数が増え、難解な事案の対応もあったことで、令和２年度と同等の人件費（目安）と
なったが、前年度と同一の契約金額でより多くの法律相談を行ったため、総合的な費用対効果は維持され
ている。

説明：
この事業は、施策の展開方向である「市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の
推進」に寄与する事業である。法的問題のある事案に対する助言を得ることで、より正確な行政運
営を行うことにつながる。

電子メールでの相談件数が増えたが、法律相談用紙だけでは顧問弁護士に質問の趣旨が伝わらず、追加質問
が必要な案件があった。相談用紙のみで必要な助言等を得られるように内容を調整する必要がある。

法律相談の案件があった場合は、内容の聞き取りを行い、相談するべき事項について相談方法に応じた助言を行った。
特に電子メールによる相談については、法律相談用紙と資料で顧問弁護士から必要な回答が得られるよう、要件・趣旨・当てはめを意
識した助言を行った。

今後も電子メールによる相談が主となることが考えられることから、法律相談用紙のみで必要な助言等を得られるよう
に内容を調整する必要がある。また、主管課が法律相談用紙を作成する段階で必要な内容を記載できるよう、事前に助
言を行う必要がある。

説明：
協議により契約金額を決定しているため、事業費の削減は難しい。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
前年度と同様に法律相談の希望がある案件等については、すべて法律相談を実施することができた。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 2

4 年度 不詳 53 ページ 新規

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

件

件

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

0

0.0

0

0.0

実施計画

事業番号

0

10,250,000

0

0

0

0

特になし

0

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

行政手続法、行政手続条例

東大和市における申請に対する処分及び不利益処分
申請に対する処分の審査基準及び不利益処分の処分基準を
設定し、広く公開する。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

0

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

8,160,000

　総務部

　文書課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランより一層の行政改革の推進

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

0

0

　法規係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

0

　阿部　晴彦

法規事務費 

[行政手続整備業務]

2,090,000

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

0 2,090,000

基準を設定した処分
1,005

事業概要

行財政運営、行政改革

会　計

デジタル化の推進

１
　
基
本
情
報

・処分の洗出し及び担当課の設定　　　　　　　　　　　　　　　　１回
・処分一覧表及び個票の作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　１回
・例規執務サポートシステムへの掲載、オンライン公開作業　　　　１回

1,005件の行政処分の審査基準及び不利益処分の処分基準
を設定し、公開した。ただし、処分基準については、その
性質を鑑み、一部非公開とした。

行政手続に係る申請に対する処分の審査基準及び不利益処分の処分基準を整備し、オンライン
上で公開する。

1.0

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 0 0

目標値設定の考え方 年度目標値について、すべて基準を設定する。

令和４年度

年度目標値 0 0
申請に対する処分及び
不利益処分　1,005

第五次基本計画

担当部署

行政報告書令和

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

令和５年度に審査基準及び不利益処分の処分基準の更新（見直し）作業を実施する。

不可能

説明：
令和４年度新規事業のため、比較対象がない。

説明：
申請に対する処分の審査基準及び不利益処分の処分基準については、適宜更新（見直し）していく
必要がある。

新規事業のため特になし。

説明：
今回申請に対する処分の審査基準及び不利益処分の処分基準を整備できたため、次回は
更新作業となり、事業費を削減できると考える。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
令和４年度新規事業のため、比較対象がない。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 2 項 1 目 2 2

年度 不詳 53 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

838,000 4,161,000 843,000

５
今
後
の
方
向
性

引き続き過去の審査請求でどういう裁決があったか、類似事例を参考情報として市民に説明できるようにしておく必要がある。審査請求手続に
ついての説明を確実に行っておけば、審査請求書の補正等により時間を要することも減ると思われるため、必要に応じて説明資料を改訂する。

引き続き類似事例の研究及び説明資料の改定の検討を行う。

４
　
課
　
題

当市において、過去の審査請求でどういう裁決があったか、類似事例を参考情報として市民に説明できるようにしておく必要がある。
審査請求手続についての説明を確実に行っておけば、審査請求書の補正等により時間を要することも減ると思われるため、必要に応じ
て説明資料を改訂する。

説明資料の改訂の検討を行った。

引き続き説明資料の改定の検討を行う。

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 0

　
人
件
費
（

目
安
）

0.1 0.5 0.1

0 0 0

838,000 4,125,000 816,000

0 0 0

36,000 27,000

財
源

0 36,000 27,000

0 0 0

0 0 0

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

行政庁の処分に不服があるために行われた審査請求について、公正中立な審査を実施する。

行政庁の処分に不服があるために行われた審査請求 審査請求に対する公正中立な審査の実施

令和４年度は、審査請求がなかった。 令和４年度は、審査請求がなかった。

事業概要

事業番号

行政報告書 新規・継続

行政不服審査法、行政不服審査法施行令、行政不服審査法施行規則及び東大和市行政不服審査会条例

複数施策

展開方向

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

行財政運営、行政改革

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

　総務部

行財政

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

法規事務費 

[行政不服審査事務]

　法規係

　文書課 　阿部　晴彦

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 2 項 1 目 2 2

年度 不詳 53 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

　法規係

　文書課 　阿部　晴彦

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

　総務部

行財政

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

法規事務費 

[条例等審査事務]

複数施策

展開方向

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

行財政運営、行政改革

事業番号

行政報告書 新規・継続

東大和市文書管理規則　　　　

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

条例、規則、訓令等の制定、改正及び廃止に伴う案文の審査を実施する。

制定改廃につき審査を要する例規
制定改廃について審査を実施することにより、例規の適法
性・合理性・正確性等を確保する。

・各課からの審査依頼の受付　　　随時
・各課との調整　　　　　　　　　随時
・課長及び係内審査　　　　　　　随時

134件の例規の適法性・合理性・正確性等を確保した。

事業概要

1,034,880 1,034,880

財
源

1,034,880 1,034,880 1,034,880

0 0 0

0 0 0
　
人
件
費
（

目
安
）

2.5 2.5 2.8

0 0 0

20,950,000 20,625,000 22,848,000

0 0 0

21,984,880 21,659,880 23,882,880

５
今
後
の
方
向
性

・限られた人員でより効率よく例規審査を行う必要があり、主管課との調整内容等、審査にあたっての優先事項（重要事項）について、
   引き続き係内で検討する。
・例規主管課に対し、例規改正等は共同で行っていくものであるという認識を醸成し、自発的な例規の研究、資料の収集等を行うよう促す。

・職員の法務能力を向上させるため、法務情報の発信を行う。
・主管課へ、例規改正等は共同で行っていくものであることを働きかけていく。
・主管課との調整に要する時間を削減するため、審査依頼書及びチェックシートに記載すべき事項等について見直しを行う。

４
　
課
　
題

・令和４年度には、大規模な改正を予定している例規が複数あり、より効率よく例規審査を行う必要がある。
・主管課において、より完成度の高い案文の作成や、例規審査に関連度の高い資料を収集することで、例規審査にかかる時間の
   短縮を図る必要がある。

・例規審査に当たっての優先事項（重要事項）を検討し、効率よく例規審査を行うよう努めた。
・主管課へ必要な事項の調査等を積極的に依頼し、効率よく例規審査を行うよう努めた。

・限られた人員でより効率よく例規審査を行う必要があり、主管課との調整内容等、審査にあたっての優先事項（重要事項）について、引き続き係内で検討していきたい。
・例規主管課に対し、例規改正等は共同で行っていくものであるという認識を醸成し、自発的な例規の研究、資料の収集等を行うよう促す必要がある。

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 1,034,880



記入日 　令和５年4月１日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 2 2

年度 不詳 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

人

人

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

511,400

0.05

0

0

実施計画

事業番号

0

291000

0

0

0

0

　受講者からは、研修の内容について、「知識が曖昧であったところについて学びなおすことができた」等、満足の声
をいただいた。また、受講者の予定やペースに合わせて受講できる等の理由から、ｅラーニング形式による研修の継続
を希望する意見をいただいた。

0

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

職員 法規事務に関する研修を受講した状態。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

0

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

244,800

　総務部

　文書課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランより一層の行政改革の推進

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

92,400

419,000

　法規係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

0

　阿部　晴彦

法規事務費

[法規事務に関する研修の実施]

46200

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

92,400 46,200

受講者数　１０

事業概要

行財政運営、行政改革

会　計

デジタル化の推進

１
　
基
本
情
報

法規事務に関するｅラーニング講座を提供するサービ
スを活用した。

法規事務に関する研修を受講し、法規事務について学
習した。

法規事務に関する研修を実施する。

0.03

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 受講者数　２０　

目標値設定の考え方 継続的に法規事務に関する研修を実施する。

令和４年度

年度目標値 受講者数　２０　 受講者数　１０

第五次基本計画

担当部署

行政報告書

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

C

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

令和４年度は予算の関係上、受講希望者数に対して約半数程度の受講となった。今後は受講可能人数を増やす・周知の
段階で受講のターゲットを絞る等の方法により、希望したのに受講できない職員を減らすための取組みをしたい。
また、文書課職員を講師とした集合研修についても検討する、

不可能

説明：
平成３１年度までは、同趣旨の研修を文書課職員が講師となり実施していた。ｅラーニング講座を提供す
るサービスを活用することで通信サービス費は増額したが、研修準備に要する時間が大幅に削減できたこ
とで、人件費を削減することができた。

説明：
法規事務に関する基礎的な研修であることから、一時的な休止であれば影響は少ない。ただし、職
員の法務能力向上の機会が減ることになるため、長期的な休止は職員全体の能力低下に繋がる可能
性がある。

令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、実施していない。

令和４年度においては、法令文における接続詞や用字・用語の意味等を学習できるｅラーニング研修を実施した。

引き続き法令文における接続詞や用字・用語の意味等の基礎的な研修を実施していきたい。

説明：受講者の調整や受講決定者からの問合せ（受講方法等）の対応に時間を要してい
るため、今後は受講者募集の段階でｅラーニング講座に関して詳しい情報を周知した
い。また、文書課職員を講師とした集合研修についても検討する。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかったが、令和４年度は実施することが
できた。ただし、感染症対策のため、令和２年度と比較すると人数を半減しての実施となった。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上
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今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上


